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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 21,285 22,901 22,808 45,292 47,962 

経常利益（百万円） 2,227 1,718 901 4,154 3,501 

中間（当期）純利益（百万

円） 
1,424 1,167 585 2,819 2,342 

純資産額（百万円） 15,289 18,074 20,875 16,583 19,756 

総資産額（百万円） 34,068 35,298 38,702 36,087 37,320 

１株当たり純資産額（円） 1,503.39 1,777.30 1,955.96 1,625.75 1,942.65 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
140.46 114.81 57.58 272.70 230.38 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 44.9 51.2 51.4 45.9 52.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,904 626 547 5,139 1,573 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,500 △1,418 △2,109 △3,037 △3,236 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,517 △629 1,300 797 △605 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
8,656 6,312 5,345 7,599 5,624 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

1,680 

(400) 

1,750 

(497) 

2,588 

(500) 

1,756 

(444) 

1,994 

(507) 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第67期の１株当たり配当額には、上場記念配当２円、一部指定記念配当５円を含んでおります。 

４．第69期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 16,939 17,431 16,544 36,107 35,025 

経常利益（百万円） 1,683 1,200 963 2,950 2,216 

中間（当期）純利益（百万

円） 
994 845 613 1,876 1,485 

資本金（百万円） 2,760 2,760 2,760 2,760 2,760 

発行済株式総数（千株） 10,200 10,200 10,200 10,200 10,200 

純資産額（百万円） 14,542 16,384 17,174 15,389 17,050 

総資産額（百万円） 30,905 30,663 31,276 32,705 30,834 

１株当たり純資産額（円） 1,429.97 1,611.10 1,688.78 1,508.31 1,676.59 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
98.04 83.15 60.32 179.84 146.06 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 7.00 17.00 18.00 24.00 34.00 

自己資本比率（％） 47.1 53.4 54.9 47.1 55.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

643 

(241) 

601 

(298) 

594 

(322) 

626 

(261) 

581 

(317) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）からグループ外部への出向者を除

き、グループ外からの当社グループへの出向者を含みます。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人

材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）は、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が当中間連結会計期間末において前連結会計年度末より594名増加しておりますが、これはメキシ

コのALPHA HI-LEX S.A.de C.V.における生産体制再構築のための従業員の新規雇用の実施及び、中国の

ALPHA (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD.において操業開始に伴う従業員の新規雇用の実施等による

ものです。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）は、（ ）内に当中間会計期間

の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車部品事業 2,394 （403） 

セキュリティ機器事業 151 （ 95） 

全社（共通） 43 （  2） 

合計 2,588 （500） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 594（322） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、設備投資意欲が中小企業にも波及し、雇用情勢も堅調な改善を見

せる等民間需要を柱として景気回復基調が鮮明になってきており、「いざなぎ景気」超えも視野に入ってまいりま

した。一方、原油価格の高騰や原材料価格上昇の長期化、税制・年金制度改革による負担増への不安感の増大、日

銀のゼロ金利解除決定による金利上昇予想等、先行きの不透明感は依然として払拭されておりません。 

 当社グループの主要分野である自動車業界におきましては、軽自動車が牽引役となり国内自動車メーカーの国内

生産台数は当中間連結会計期間においても5百万台を超え好調に推移いたしました。また、海外生産台数は、主と

してアジア、北米市場の現地生産拡大により増加傾向が依然として続いております。 

 このような情勢の中で当社グループは、「安全・安心・利便性の追求」をスローガンとし中期経営計画の実現に

向け、基幹商品・技術の競争力Ｎｏ.１化への挑戦、多様化するお客様のニーズに応えるための商品開発力の強

化、品質の向上及びグループ全体の経営管理システムの構築等に取組んでまいりました。しかし、当中間連結会計

期間の業績は、売上高は22,808百万円（前年同期比0.4％減少）、営業利益は1,051百万円（同28.2％減少）、経常

利益は901百万円（同47.6％減少）、中間純利益は585百万円（同49.8％減少）となりました。要因は以下のとおり

であります。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 自動車部品事業 

 自動車部品事業におきましては、高付加価値商品の装着率が上昇しているものの、主要得意先のグローバル生

産台数、グローバル販売台数が共に減少していることにより売上高は減少いたしました。また、原材料費の高騰

の影響、及びメキシコの製造子会社において生産の歩留り率の改善が進まず、原材料費や経費が計画以上に発生

したため、減収・減益となりました。 

 この結果、売上高は18,901百万円（前年同期比0.6％減少）、営業利益は766百万円（同33.0％減少）となりま

した。 

② セキュリティ機器事業 

 セキュリティ機器事業におきましては、主力分野である住宅用ロック部門では雇用情勢が改善していることに

加え、家計の所得環境が回復基調に推移しているため代理店からの受注が安定し、また、メカトロ錠が着実に市

場に浸透したことにより売上高は増加いたしましたが、産業用ロック部門では売上高は減少となりました。ロッ

カーシステム部門においては販売体制の見直しによる効果が徐々に実現し、売上高は増加いたしました。しか

し、原材料費の高騰の影響により事業全体としては増収・減益となりました。 

 この結果、売上高は4,062百万円（前年同期比0.5％増加）、営業利益は293百万円（同6.4％減少）となりまし

た。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 所在地区分の名称は、従来、「日本」「北米」「東南アジア」としておりましたが、「東南アジア」に属する中

国の重要性が増したため、当中間連結会計期間より「東南アジア」を「アジア」に変更いたしました。なお、所在

地の区分、内容については変更ありません。 

① 日本 

 自動車部品事業におきましては、高付加価値商品の装着率は上昇しましたが、主要得意先の生産台数が減少し

たことにより売上高は減少いたしました。また、昨年発生したリコール費用の影響はなくなりましたが、原材料

費の高騰の影響は大きく営業利益は微増となりました。セキュリティ機器事業におきましては、雇用情勢が改善

していることに加え、家計の所得環境が回復基調に推移しているため代理店からの受注が安定し、また、メカト

ロ錠が着実に市場に浸透したことにより住宅用ロック部門の売上高は増加し、また産業用ロック部門では売上高

は減少しました。ロッカーシステム部門においては販売体制を見直した効果により売上高が増加しました。セキ

ュリティ機器事業での営業利益は原材料費の高騰の影響により減益となりました。 

 この結果、売上高は17,782百万円（前年同期比1.2％減少）、営業利益は1,086百万円（同12.0％増加）となり

ました。 



② 北米 

 北米における主要得意先の自動車生産台数は減少しましたが、円安効果に加え、高付加価値商品の受注増加に

より売上高は増加いたしました。しかし、原材料費の高騰の影響及びメキシコの製造子会社ALPHA HI-LEX  

 S.A.de C.V.において生産の歩留り率の改善が進まなかったことにより追加費用が嵩み増収・減益となりまし

た。 

 この結果、売上高は5,583百万円（前年同期比7.7％増加）、営業損失は181百万円（前年同期は営業利益225百

万円）となりました。 

③ アジア 

 ＡＳＥＡＮ市場における自動車業界の好調により、タイの製造子会社ALPHA INDUSTRY (Thailand)Co.,LTD.に

おいて売上高が順調に増加し、さらに中国の製造子会社ALPHA (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD.の操業

開始により売上高は大幅に増加しましたが、同社操業開始に伴う赤字及び原材料費の高騰の影響があり、増収・

減益となりました。 

 この結果、売上高は2,053百万円（前年同期比44.0％増加）、営業利益は178百万円（同21.8％減少）となりま

した。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー及び財務活動によるキャッシュ・フローによって資金を得ましたが、引き続き積極的に設備投資を実施したこ

とにより投資活動によるキャッシュ・フローによって使用した資金が上回り、前中間連結会計期間末に比べ278百

万円減少し、当中間連結会計期間末には5,345百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及びその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は547百万円で前年同期と比べ79百万円（同△12.7％）減少となりました。この

減少の主な要因は、法人税等の支払額が919百万円減少し、仕入債務の増減額によるキャッシュ・フローの良化

が2,149百万円ありましたが、税金等調整前中間純利益が825百万円（同△48.0％）減益となったことに加え、た

な卸資産の増減額によるキャッシュ・フローの悪化が754百万円、売上債権の増減額によるキャッシュ・フロー

の悪化が706百万円、製品保証引当金の増減額によるキャッシュ・フローの悪化が582百万円あったこと等による

ものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は2,109百万円で前年同期と比べ691百万円（同48.8％）増加となりました。この

増加の主な要因は、中国の製造子会社での設備投資等により有形固定資産の取得による支出が179百万円増加し

ていること、投資有価証券の取得による支出が566百万円増加したこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、1,300百万円となりました（前年同期は使用629百万円）。この増加の主な要

因は、中国の製造子会社における設備資金等の長期借入れによる収入が1,606百万円あったこと等によるもので

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

 （注）前中間連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 18,814 99.2 

セキュリティ機器事業（百万円） 3,989 101.1 

合計（百万円） 22,803 99.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 19,996 106.0 10,678 111.1 

セキュリティ機器事業 3,660 96.7 410 169.2 

合計 23,657 104.5 11,089 112.5 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 18,790 99.3 

セキュリティ機器事業（百万円） 4,018 100.9 

合計（百万円） 22,808 99.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 4,708 20.6 3,959 17.4 

富士重工業株式会社（注） － － 2,440 10.7 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループでは、『最高品質のキー アンド キーレス商品を提供し、お客様に大きな安心をお届けする』こと

をミッションとし、競争力のある商品・技術の創出を目標とした研究開発活動を推進しております。治安悪化に伴う

安全な鍵と同システムに対する社会的ニーズは急激に高まってきており、当該ニーズに応えるべく『先行技術開発』

分野に特に注力しております。先行技術開発分野の中でも、通信技術、暗号化技術、生体認証技術を最重要開発分野

として位置付け、これらの分野に関しましては国内外の専門メーカーとの共同開発を視野にいれ、今後共邁進してま

いります。なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は812百万円となっております。 

 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

（１）自動車部品事業 

 自動車のキーセットを代表とするセキュリティ部品、アウトサイドドアハンドルを代表とする機能部品、ルー

フレール等の外装部品における新商品の開発にあたりましては、部品単体ではなくシステム全体を考慮した開発

に力をいれ、自動車メーカーとの共同開発、設計参画等を積極的に推進しております。 

 このような自動車メーカーとの共同開発、設計参画等による活動の成果といたしまして、セキュリティと快適

性を両立させたプッシュボタンスタート用電動ステアリングロック等を市場に投入しております。 

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、プッシュボタンスタート用電動ステアリングロッ

クの採用車種拡大、及び標準採用を目指し低価格化に取組み、市場に投入しております。また、更なる小型化・

低価格化を目的に海外メーカーとの技術提携を積極的に進めております。 

 これらの商品を生産する技術の根幹を支えるのが、軽量化技術や表面処理技術であり、軽量化にはマグネシウ

ムダイカスト技術や中空成形技術を、表面処理には鍍金技術や塗装技術を活用することにより、引き続き積極的

に取組んでまいります。 

 なお、当事業の当中間連結会計期間における研究開発費は631百万円となっております。 

（２）セキュリティ機器事業 

 ① 住宅・産業用ロック部門 

 従来の技術をさらに高めたメカ・シリンダーと、『鍵＝識別』を基本コンセプトにしたエレクトロニクスによ

る識別技術を組み込んだメカトロニクス商品を開発し、製品化してきております。開発活動の成果として、メ

カ・シリンダーではピッキングやキーの複製が困難な取替シリンダーやキーコードが変換可能な可変コードシリ

ンダーを、メカトロニクス商品では住宅玄関用の指紋錠やパッシブキー、携帯電話を鍵として利用したエントリ

ーロックを市場に投入しております。  

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、メカトロニクス商品のシステム化を進め、携帯電

話を利用して出先から施解錠の確認や遠隔施錠を可能にしたシステムを市場に投入しております。 

 当社のメカトロニクス商品は家庭用交流電源のほか、電池駆動を可能にしている点が特徴であり、この技術を

支える超低消費電流回路技術は基幹技術として継続的に開発活動を進めてまいります。 

 ② ロッカーシステム部門 

 『安全』『安心』『利便性』をキーワードに時代のニーズに合った省力化、無人化に役立つ保管・収納用の新

商品を開発しております。キーレス商品として更衣ロッカーや貴重品ロッカー、ＩＴ技術に対応したＩＣカード

及び携帯電話対応型のコインロッカー（「ＡＩＴロッカー」）を市場に投入しております。  

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、対応可能なＩＣカードの種類を拡大し、駅ナカか

らレジャー施設向けの幅広い市場に対応した「ＡＩＴロッカー」を市場に投入しております。 

 高度なセキュリティの実現を目指した生体識別技術とＩＴ技術に対応した商品については、お客様のニーズが

高く、製品化の実現に向け注力しております。 

 なお、セキュリティ機器事業の当中間連結会計期間における研究開発費は181百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の改修、除却、売却等の計画はありません。 

(2）重要な設備計画の完了 

 当中間連結会計期間において、完了した重要な設備計画はありません。 

(3）当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画等 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

在外子会社 

ALPHA HI-LEX 

S.A.de C.V.  

メキシコ合

衆国ケレタ

ロ州 

自動車部品事

業  

土地・工場建

物等 
1,100 500 

自己資金 

借入金 
平成18.９ 平成19.５ 新規 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,800,000 

計 40,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月８日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,200,000 10,200,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 10,200,000 10,200,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

 平成18年９月30日 
－ 10,200,000 － 2,760 － 2,952 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ハイレックスコーポ

レーション 
兵庫県宝塚市栄町１丁目12番28号 1,710 16.76 

和田 泰蔵 東京都目黒区 859 8.43 

アルファ従業員持株会 神奈川県横浜市金沢区福浦１丁目６番８号 789 7.74 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 683 6.7 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 508 4.98 

全国共済農業共同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７番９号 464 4.55 

株式会社東日カーライフグル

ープ 
東京都品川区西五反田４丁目32番１号 329 3.23 

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口） 
東京都品川区東品川２丁目３番14号 300 2.94 

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通１丁目10番２号 235 2.31 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 230 2.25 

計 － 6,109 59.9 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    30,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,168,400 101,684 － 

単元未満株式 普通株式   1,600 － － 

発行済株式総数 10,200,000 － － 

総株主の議決権 － 101,684 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

株式会社アルファ 

神奈川県横浜市金

沢区福浦１丁目６

番８号 

30,000 － 30,000 0.29 

計 － 30,000 － 30,000 0.29 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 5,700 5,720 5,550 4,750 4,650 4,280 

最低（円） 4,890 4,840 4,560 3,910 3,860 3,730 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ＊２   6,519 5,436   5,830 

２．受取手形及び売掛金 ＊５   8,994 9,438   10,190 

３．たな卸資産     3,765 4,937   3,476 

４．その他     1,987 2,466   2,122 

貸倒引当金     △3 △4   △4 

流動資産合計     21,263 60.2 22,273 57.6   21,615 57.9

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ＊１       

(1）建物及び構築物 ＊２ 2,819 3,932 3,375   

(2）機械装置及び運搬具 ＊２ 3,526 3,592 3,672   

(3）土地 ＊２ 1,425 1,591 1,420   

(4）その他   2,408 10,179 3,020 12,136 2,922 11,391 

２．無形固定資産     269 386   397 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   3,327 3,555 3,641   

(2）その他   314 399 322   

貸倒引当金   △56 3,586 △50 3,904 △48 3,915 

固定資産合計     14,034 39.8 16,428 42.4   15,704 42.1

資産合計     35,298 100.0 38,702 100.0   37,320 100.0 

          

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形及び買掛金     7,200 7,931   7,751 

２．短期借入金 ＊２   178 1,167   884 

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

＊２   914 765   725 

４．１年以内償還予定の社債     340 170   340 

５．未払法人税等     684 413   233 

６．製品保証引当金     1,178 627   735 

７．その他     2,386 2,743   2,745 

流動負債合計     12,883 36.5 13,819 35.7   13,414 35.9

Ⅱ 固定負債         

１．社債     170 －   － 

２．長期借入金 ＊２   754 1,594   495 

３．退職給付引当金     532 542   506 

４．長期未払金     2,041 1,780   1,964 

５．その他     123 89   269 

固定負債合計     3,621 10.3 4,006 10.4   3,235 8.7

負債合計     16,505 46.8 17,826 46.1   16,650 44.6

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）         

少数株主持分     718 2.0 － －   913 2.5

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     2,760 7.8 － －   2,760 7.4

Ⅱ 資本剰余金     2,952 8.4 － －   2,952 7.9

Ⅲ 利益剰余金     11,954 33.9 － －   12,956 34.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金     729 2.1 － －   928 2.5

Ⅴ 為替換算調整勘定     △297 △0.9 － －   181 0.5

Ⅵ 自己株式     △22 △0.1 － －   △22 △0.1

資本合計     18,074 51.2 － －   19,756 52.9

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    35,298 100.0 － －   37,320 100.0 

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     － － 2,760 7.1   － －

２．資本剰余金     － － 2,952 7.6   － －

３．利益剰余金     － － 13,364 34.5   － －

４．自己株式     － － △22 △0.0   － －

株主資本合計     － － 19,054 49.2   － －

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差額
金 

    － － 544 1.4   － －

２．繰延ヘッジ損益     － － 66 0.2   － －

３．為替換算調整勘定     － － 225 0.6   － －

評価・換算差額等合計     － － 837 2.2   － －

Ⅲ 少数株主持分     － － 983 2.5   － －

純資産合計     － － 20,875 53.9   － －

負債純資産合計     － － 38,702 100.0   － －

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,901 100.0 22,808 100.0   47,962 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,358 80.2 19,112 83.8   38,581 80.4

売上総利益     4,543 19.8 3,695 16.2   9,381 19.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１   3,077 13.4 2,644 11.6   6,073 12.7

営業利益     1,465 6.4 1,051 4.6   3,307 6.9

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   6 26 26   

２．受取配当金   20 26 31   

３．為替差益   32 25 20   

４．受取保険金   190 － 206   

５．不動産賃貸収入   － 13 －   

６．その他   45 294 1.3 19 111 0.5 89 374 0.8

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   26 35 50   

２．受託購買差損   6 150 102   

３．有価証券評価損   － 52 －   

４．その他   9 41 0.2 22 261 1.1 27 180 0.4

経常利益     1,718 7.5 901 4.0   3,501 7.3

Ⅵ 特別利益         

１．固定資産売却益 ＊２ 10 10 0.0 0 0 0.0 45 45 0.1

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産売却損   0 0 2   

２．固定資産除却損 ＊３ 9 3 14   

３．事業所移転費用   － 9 0.0 4 8 0.1 － 16 0.0

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    1,719 7.5 893 3.9   3,530 7.4

法人税、住民税及び事業
税 

＊４ 775 390 1,171   

法人税等調整額 ＊４ △187 587 2.6 12 402 1.7 46 1,218 2.5

少数株主利益（△損失）     △35 △0.2 △94 △0.4   △30 △0.0

中間（当期）純利益     1,167 5.1 585 2.6   2,342 4.9

         



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,952   2,952 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    2,952   2,952 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     11,009   11,009 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１．中間（当期）純利益   1,167 1,167 2,342 2,342 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１．配当金   172   345   

２．役員賞与   50 222 50 395 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

    11,954   12,956 

            



中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

2,760 2,952 12,956 △22 18,646 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）     △172   △172 

役員賞与（注）     △4   △4 

中間純利益     585   585 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計         （百万円) 

－ － 408 － 408 

平成18年９月30日 残高     
（百万円） 

2,760 2,952 13,364 △22 19,054 

 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高     
（百万円） 

928 － 181 1,110 913 20,669 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）       △172 

役員賞与（注）       △4 

中間純利益       585 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△383 66 43 △272 70 △202 

中間連結会計期間中の変動額合
計                （百万円) 

△383 66 43 △272 70 205 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

544 66 225 837 983 20,875 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  1,719 893 3,530 

減価償却費   692 762 1,512 

連結調整勘定償却額   0 － 0 

のれん償却額   － △0 － 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  7 1 △0 

受取利息及び受取配当金   △27 △53 △57 

支払利息   26 35 50 

投資有価証券評価損及び
評価損戻入益（益：△） 

  △18 52 △24 

固定資産除売却損益
（益：△） 

  △1 3 △29 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  28 34 △12 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  △212 － △212 

製品保証引当金の増減額
（減少：△） 

  474 △107 31 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  1,461 754 394 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △711 △1,465 △347 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  190 △191 △137 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  △1,949 199 △1,478 

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  90 15 384 

長期未払金の増減額（減
少：△） 

  122 △183 45 

役員賞与の支給額   △50 △4 △50 

その他   △83 △18 △36 

小計   1,759 728 3,564 

利息及び配当金の受取額   27 55 55 

利息の支払額   △27 △24 △49 

法人税等の支払額   △1,131 △212 △1,996 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  626 547 1,573 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

定期預金の預入による支
出 

  △4 － △8 

定期預金の払出による収
入 

  1 0 7 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △1,579 △1,759 △3,603 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  248 213 545 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △58 △625 △66 

子会社の清算による配当
収入 

  24 － 24 

貸付けによる支出   △11 △1 △16 

貸付金の回収による収入   5 5 10 

その他   △44 57 △130 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,418 △2,109 △3,236 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入れによる収入   1,156 1,050 3,258 

短期借入金の返済による
支出 

  △1,105 △759 △2,505 

長期借入れによる収入   － 1,606 － 

長期借入金の返済による
支出 

  △471 △478 △936 

社債の償還による支出   △170 △170 △340 

自己株式の取得による支
出 

  △0 － △0 

配当金の支払額   △172 △172 △345 

少数株主への配当金の支
払額 

  － △0 － 

子会社増資に伴う少数株
主による払込収入 

  133 224 262 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △629 1,300 △605 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  133 △16 293 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

  △1,287 △278 △1,975 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  7,599 5,624 7,599 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  6,312 5,345 5,624 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand）

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

ALPHA (GUANGZHOU) 

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファロッカーシステム 

 なお、㈱アルファサービス

は、平成17年７月１日、㈱ア

ルファロッカーシステムへ商

号変更しております。 

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand）

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

ALPHA (GUANGZHOU) 

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファロッカーシステム 

  

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand） 

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

ALPHA (GUANGZHOU) 

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファロッカーシステム 

 なお、㈱アルファサービス

は、平成17年７月１日付に

て、㈱アルファロッカーシス

テムへ商号変更しておりま

す。 

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱アルファエンタープライズ 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱アルファエンタープライズ 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱アルファエンタープライズ 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

該当する会社はありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同左 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同左 

  (2）持分法適用の関連会社 

該当する会社はありません。 

(2）持分法適用の関連会社 

同左 

(2）持分法適用の関連会社 

同左 

  (3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

㈱アルファエンタープライズ 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

㈱アルファエンタープライズ 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

㈱アルファエンタープライズ 

  （持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、ALPHA  

INDUSTRY（Thailand）Co.,LTD.と

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V.及びAL

PHA (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PAR

TS Co.,LTD.の中間決算日は6月30

日であります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。なお、その他の連結子

会社の中間決算日と中間連結決算

日は一致しております。 

同左  連結子会社のうち、ALPHA  

INDUSTRY（Thailand）Co.,LTD.とA

LPHA HI-LEX S.A.de C.V.及びALPH

A (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PART

S Co.,LTD.の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に

あたっては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。な

お、その他の連結子会社の事業年

度末日と連結決算日は一致してお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は部分資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は部分純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

同左 

② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

同左 

  ｂ．原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価

法 

ｂ．原材料、貯蔵品 

同左 

ｂ．原材料、貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、在外連結子会社は定

額法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売

数量に基づく償却額と残存見

込販売有効期間（３年）に基

づく均等償却額との、いずれ

か大きい金額を計上しており

ます。 

 また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 製品保証引当金 

 販売済製品に対して、将来

発生が見込まれる補修費用に

備えるため、発生見積額を計

上しております。 

② 製品保証引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、提出

会社は退職前払い金制度及び

確定拠出型年金制度に移行し

ているため、中間期末におい

て退職給付引当金は存在して

おりません。また、国内連結

子会社は、簡便法に基づき、

海外連結子会社は、現地の会

計基準に基づき計上しており

ます。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。なお、提出会社は

退職前払金制度及び確定拠出

型年金制度に移行しているた

め、期末において退職給付引

当金は存在しておりません。

また、国内連結子会社は、簡

便法に基づき、海外連結子会

社は、現地の会計基準に基づ

き計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお在

外子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は、少数株主持分

及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお在

外子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は、純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上してお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお在

外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、

換算差額は、少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を

採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。金利スワ

ップ取引については、特例処

理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用してお

ります。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

商品スワップ

取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…長期借入金の

支払利息 

ヘッジ対象…長期借入金の

支払利息 

原材料の予定

取引 

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを

回避するため金利スワップ取

引を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリ

バティブ取引は、行わない方

針であります。 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを

回避するため金利スワップ取

引を、原材料の価格変動リス

クの軽減を目的として商品ス

ワップ取引を利用しておりま

す。 

 なお、投機目的によるデリ

バティブ取引は、行わない方

針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 商品スワップ取引について

は、ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ手段及びヘッジ対

象のキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、両者の変動

額等を基礎にして有効性の判

定を行っております。なお、

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は19,825百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── 

      



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間

から投資事業有限責任組合への出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）を従来の投資

その他の資産の「その他」（出資金）から「投資有価証

券」として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の金額は152百万円であり、前中間連結会計

期間における投資その他の資産の「その他」（出資金）

に含まれる当該出資の金額は209百万円であります。 

────── 

────── （中間連結損益計算書） 

 「不動産賃貸収入」は、前中間連結会計期間まで営業

外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間末において営業外収益の総額の100分の

10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「不動産賃貸収

入」の金額は２百万円であります。 

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しております。 

    

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に

備えて、内規に基づく期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日開催の第

67回定時株主総会において、退職慰労金制度

廃止に伴う退職慰労金贈呈の件についての議

案が承認可決されたため、同制度を株主総会

終結の時をもって廃止しております。この結

果、前連結会計年度末において計上されてい

た役員退職慰労引当金を長期未払金に振り替

えております。 

 なお、当中間連結会計期間末において長期

未払金に含まれる役員退職慰労金の未払額は

190百万円であります。 

──────  当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に

備えて、内規に基づく期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日開催の第

67回定時株主総会において、退職慰労金制度

廃止に伴う退職慰労金贈呈の件についての議

案が承認可決されたため、同制度を株主総会

終結の時をもって廃止しております。この結

果、前連結会計年度末において計上されてい

た役員退職慰労引当金を長期未払金に振り替

えております。  

 なお、当連結会計年度末において長期未払

金に含まれる役員退職慰労金の未払額は190

百万円であります。 

      



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

    23,533百万円      24,603百万円    23,961百万円 

＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 

建物及び構築物      629百万円 

  (629百万円)

機械装置及び運搬具    1,207百万円 

  (1,207百万円)

土地    51百万円 

  (51百万円)

合計    1,887百万円 

  (1,887百万円)

建物及び構築物     586百万円 

  (586百万円)

機械装置及び運搬具    1,078百万円 

  (1,078百万円)

土地      51百万円 

  (51百万円)

合計  1,716百万円 

  (1,716百万円)

建物及び構築物    607百万円 

  (607百万円)

機械装置及び運搬具    1,126百万円 

  (1,126百万円)

土地   51百万円 

  (51百万円)

合計    1,785百万円 

  (1,785百万円)

同上に対する債務 同上に対する債務 同上に対する債務 

短期借入金    50百万円 

  (50百万円)

長期借入金     1,245百万円 

  (1,245百万円)

合計     1,295百万円 

  (1,295百万円)

短期借入金      940百万円 

  (940百万円)

長期借入金     1,093百万円 

  (1,093百万円)

合計  2,033百万円 

  (2,033百万円)

短期借入金    680百万円 

  (680百万円)

長期借入金      894百万円 

  (894百万円)

合計  1,574百万円 

  (1,574百万円)

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金720百万円（720百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金4百万円を差し入れておりま

す。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金454百万円（454百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金５百万円を差し入れておりま

す。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金546百万円（546百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金５百万円を差し入れておりま

す。 

 ３．受取手形割引高  ３．受取手形割引高  ３．受取手形割引高 

  200百万円      200百万円      200百万円 

 ４． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、平成17年３月18日付にて取

引金融機関８社とシンジケーション方

式にて総額35億円のコミットメントラ

イン契約を締結いたしております。な

お、当中間連結会計期間末日現在にお

いて、当該契約に基づく資金調達は実

行しておりません。 

 ４． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引金融機関８社とシンジ

ケーション方式にて総額35億円のコミ

ットメントライン契約を締結いたして

おります。 

貸出コミットメント

の総額 

 3,500百万円 

借入実行額    1,050百万円 

差引額  2,450百万円 

 ４． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引金融機関８社とシンジ

ケーション方式にて総額35億円のコミ

ットメントライン契約を締結いたして

おります。 

貸出コミットメント

の総額 

 3,500百万円 

借入実行額    700百万円 

差引額  2,800百万円 

────── ＊５．中間連結会計期間末日満期手形 

    中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。なお、当

中間連結会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

────── 

 受取手形    122百万円  

────── ６．偶発事象 

   当社の主要得意先である日産自動車株

式会社は、当社が製造し納入した部品に

関連して、国内で販売した車両のうち一

部の車種（対象台数約５万台）について

不具合発生の可能性があるため、点検を

実施し、必要な場合は部品交換を行うこ

とを平成18年10月18日に公表いたしまし

た。今後、得意先から当社に対して補修

費用等の求償を受ける可能性があります

が、現在のところ補修費用等の総額及び

得意先との負担割合等が明確になってい

ないため、中間連結財務諸表に与える影

響は明らかではありません。 

────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

発送諸費    397百万円

製品保証引当金繰入額   568百万円

給料及び諸手当    625百万円

減価償却費   40百万円

発送諸費  494百万円

製品保証引当金繰入額      13百万円

給料及び諸手当    587百万円

減価償却費     49百万円

発送諸費   767百万円

市場クレーム費   744百万円

製品保証引当金繰入額 531百万円

給料及び諸手当   1,268百万円

退職給付費用   42百万円

減価償却費   106百万円

＊２．固定資産売却益の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊２．    ───── ＊２．固定資産売却益の主な内容は、次のと

おりであります。 

機械装置及び運搬具 10百万円  工具器具及び備品    33百万円

機械装置及び運搬具    11百万円

   
＊３．固定資産除却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊３．    ───── ＊３．固定資産除却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

工具器具及び備品 4 百万円  工具器具及び備品    8百万円

＊４． 中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年度

において予定している利益処分による

固定資産圧縮積立金の取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に係る金額

を計算しております。 

＊４． 中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年度

において予定している固定資産圧縮積

立金の取崩しを前提として、当中間連

結会計期間に係る金額を計算しており

ます。 

＊４．    ───── 

      



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

 発行済株式     

   普通株式  10,200 － － 10,200 

合計 10,200 － － 10,200 

 自己株式         

   普通株式  30 － － 30 

合計 30 － － 30 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 172 17  平成18年３月31日  平成18年６月29日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 

取締役会 
普通株式 183 利益剰余金 18  平成18年９月30日  平成18年12月11日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定      6,519百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 

   △207百万円

現金及び現金同等物      6,312百万円

現金及び預金勘定      5,436百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 

    △205百万円

その他流動資産（預け

金） 

    114百万円

現金及び現金同等物      5,345百万円

現金及び預金勘定      5,830百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
     △206百万円

現金及び現金同等物     5,624百万円

      



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額及び期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

64 18 46 

（有形固
定資産）
その他 

1,704 798 905 

無形固定
資産 

7 1 5 

合計 1,776 818 957 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

64 30 33

（有形固
定資産）
その他 

1,528 798 730

無形固定
資産 

14 4 10

合計 1,607 833 774

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

64 24 40

（有形固
定資産）
その他 

1,594 831 763

無形固定
資産 

14 3 11

合計 1,673 859 814

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    437百万円

１年超    564百万円

合計    1,002百万円

１年内       362百万円

１年超       434百万円

合計         797百万円

１年内       402百万円

１年超       437百万円

合計         839百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料    281百万円

減価償却費相当額    259百万円

支払利息相当額   16百万円

支払リース料       237百万円

減価償却費相当額       214百万円

支払利息相当額     13百万円

支払リース料       539百万円

減価償却費相当額       487百万円

支払利息相当額     31百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(減損損失について） 

同左 

(減損損失について） 

同左 

   
 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等、減損損失累計額等及び中間期末

残高等 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等、減損損失累計額等及び中間期末

残高等 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等、減損損失累計額等及び期末残高

等 

  
取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

中間期末
残高等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 15 45 

（有形固
定資産）
その他 

333 146 187 

合計 394 161 232 

  
取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

中間期末
残高等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 25 35

（有形固
定資産）
その他 

309 170 139

合計 370 195 175

取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

期末残高
等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 20 40

（有形固
定資産）
その他 

333 167 166

合計 394 187 206

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 15 45 

（有形固
定資産）
その他 

203 67 136 

合計 263 82 181 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 25 35

（有形固
定資産）
その他 

184 84 100

合計 244 109 135

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 20 40

（有形固
定資産）
その他 

203 82 121

合計 263 102 161

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   112百万円

１年超    416百万円

合計    529百万円

１年内      106百万円

１年超       320百万円

合計       426百万円

１年内      109百万円

１年超       372百万円

合計       482百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の中間期末残高等に占める

割合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

（注）     同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び見

積残存価額の残高の合計額が営業債

権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定し

ております。 

(3）受取リース料及び減価償却費等 (3）受取リース料及び減価償却費等 (3）受取リース料及び減価償却費等 

受取リース料   60百万円

減価償却費等   27百万円

受取リース料     58百万円

減価償却費等     26百万円

受取リース料     121百万円

減価償却費等     53百万円

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

１年内  0百万円

１年超 －百万円

合計  0百万円

１年内   0百万円

１年超 －百万円

合計   0百万円

１年内   0百万円

１年超 －百万円

合計  0百万円

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(減損損失について） 

同左 

(減損損失について） 

同左 

   



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （１）金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （１）金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 （２）商品関連 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （１）金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

 （２）商品関連 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 1,422 2,636 1,214 2,131 2,968 837 1,505 3,056 1,551 

(2）債権 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 1,422 2,636 1,214 2,131 2,968 837 1,505 3,056 1,551 

  
前中間連結会計期間 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

  
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

(1）子会社株式       

非上場株式 10 10 10 

(2）その他有価証券       

非上場株式 528 453 453 

その他 152 122 121 

合計 690 586 584 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  
自動車部品 
事業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 18,917 3,983 22,901 － 22,901 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
97 56 154 (154) － 

計 19,015 4,040 23,055 (154) 22,901 

営業費用 17,871 3,727 21,598 (162) 21,436 

営業利益 1,144 313 1,457 8 1,465 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 

  
自動車部品 
事業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 18,790 4,018 22,808 － 22,808 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
111 43 154 (154) － 

計 18,901 4,062 22,963 (154) 22,808 

営業費用 18,134 3,768 21,903 (146) 21,757 

営業利益 766 293 1,059 (8) 1,051 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、中国 

 
自動車部品事
業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 39,789 8,173 47,962 － 47,962 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
199 98 298 (298) － 

計 39,989 8,272 48,261 (298) 47,962 

営業費用 37,379 7,573 44,953 (298) 44,655 

営業利益 2,609 698 3,307 (0) 3,307 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 16,660 5,183 1,057 22,901 － 22,901 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,331 3 368 1,703 (1,703) － 

計 17,991 5,186 1,426 24,604 (1,703) 22,901 

営業費用 17,021 4,961 1,198 23,181 (1,745) 21,436 

営業利益 970 225 228 1,423 42 1,465 



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．所在地別セグメントの名称変更 

所在地区分の名称は、従来、「日本」「北米」「東南アジア」としておりましたが、「東南アジア」に属す

る中国の重要性が増したため、当中間連結会計期間より「東南アジア」を「アジア」に変更いたしました。

なお、所在地の区分、内容については変更ありません。 

２．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

３．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）アジア………………タイ、中国 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、中国 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 15,441 5,577 1,789 22,808 － 22,808 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,341 6 263 2,611 (2,611) － 

計 17,782 5,583 2,053 25,419 (2,611) 22,808 

営業費用 16,695 5,765 1,875 24,336 (2,579) 21,757 

営業利益又は営業損失（△） 1,086 △181 178 1,083 (31) 1,051 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 34,228 11,056 2,678 47,962 － 47,962 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,137 5 633 3,776 (3,776) － 

計 37,365 11,062 3,311 51,739 (3,776) 47,962 

営業費用 35,132 10,455 2,923 48,511 (3,856) 44,655 

営業利益 2,232 606 388 3,227 80 3,307 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、韓国、台湾、香港 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．海外売上高セグメントの名称変更 

国または地域区分の名称は、従来、「北米」「東南アジア」「その他の地域」としておりましたが、「東南

アジア」に属する中国の重要性が増したため、当中間連結会計期間より「東南アジア」を「アジア」に変更

いたしました。なお、国または地域の区分、内容については変更ありません。 

２．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

３．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）アジア………………タイ、韓国、台湾、香港、中国 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

４．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、韓国、台湾、香港 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  北米 東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,183 1,236 48 6,468 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 22,901 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
22.6 5.4 0.2 28.2 

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,577 2,020 7 7,605 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 22,808 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
24.4 8.9 0.0 33.3 

  北米 東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,056 3,052 90 14,198 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 47,962 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
23.0 6.4 0.2 29.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,777.30円

１株当たり中間純利益

金額 
114.81円

１株当たり純資産額  1,955.96円

１株当たり中間純利益

金額 
  57.58円

１株当たり純資産額   1,942.65円

１株当たり当期純利益

金額 
230.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,167 585 2,342 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,167 585 2,342 

期中平均株式数（千株） 10,169 10,169 10,169 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   2,417 1,807 2,253   

２．受取手形 ＊７ 1,263 1,090 995   

３．売掛金   6,987 7,496 7,436   

４．たな卸資産   1,515 1,843 1,371   

５．その他   1,826 2,164 1,841   

貸倒引当金   △2 △1 △1   

流動資産合計     14,007 45.7 14,400 46.0   13,895 45.1

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ＊１       

(1）建物 ＊２ 1,913 1,777 1,832   

(2）機械及び装置 ＊２ 2,237 2,026 2,125   

(3）土地 ＊２ 960 943 943   

(4）その他   1,529 1,556 1,554   

有形固定資産合計   6,641 6,305 6,456   

２．無形固定資産   223 259 297   

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   3,317 3,544 3,631   

(2）関係会社株式   3,850 4,218 3,985   

(3) 関係会社出資金   2,146 2,146 2,146   

(4）その他   523 449 469   

貸倒引当金   △48 △49 △48   

投資その他の資産合計   9,790 10,310 10,184   

固定資産合計     16,655 54.3 16,875 54.0   16,938 54.9

資産合計     30,663 100.0 31,276 100.0   30,834 100.0 

          

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   455 349 276   

２．買掛金   6,330 6,934 6,683   

３．短期借入金 ＊２ 50 1,100 750   

４．１年以内返済予定の長期
借入金 

＊２ 790 538 593   

５．１年以内償還予定の社債   340 170 340   

６．未払法人税等   620 283 76   

７．製品保証引当金   1,178 627 735   

８．その他 ＊５ 1,626 1,461 1,732   

流動負債合計     11,392 37.2 11,465 36.7   11,186 36.3

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債         

１．社債   170 － －   

２．長期借入金 ＊２ 568 808 364   

３．長期未払金   2,041 1,780 1,964   

４．その他   106 46 267   

固定負債合計     2,886 9.4 2,635 8.4   2,596 8.4

負債合計     14,278 46.6 14,101 45.1   13,783 44.7

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     2,760 9.0 － －   2,760 9.0

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   2,952 － 2,952   

資本剰余金合計     2,952 9.6 － －   2,952 9.6

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金   192 － 192   

２．任意積立金   8,703 － 8,703   

３．中間（当期）未処分利益   1,070 － 1,537   

利益剰余金合計     9,965 32.5 － －   10,432 33.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金     729 2.4 － －   928 3.0

Ⅴ 自己株式     △22 △0.1 － －   △22 △0.1

資本合計     16,384 53.4 － －   17,050 55.3

負債資本合計     30,663 100.0 － －   30,834 100.0 

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     － － 2,760 8.8   － －

２．資本剰余金         

(1) 資本準備金  －   2,952   －   

資本剰余金合計     － － 2,952 9.5   － －

３．利益剰余金         

(1) 利益準備金  －   192   －   

(2) その他利益剰余金             

固定資産圧縮積立金  －   634   －   

別途積立金  －   9,134   －   

繰越利益剰余金  －   912   －   

利益剰余金合計    － －  10,873 34.8   － －

４ 自己株式    － －  △22 △0.1   － －

株主資本合計    － －  16,562 53.0   － －

Ⅱ 評価・換算差額等         

１ その他有価証券評価差額

金 
  － －  544 1.7   － － 

２ 繰延ヘッジ損益   － －  66 0.2  － －

評価・換算差額等合計   － －  611 1.9  － －

純資産合計   － －  17,174 54.9  － －

負債純資産合計   － －  31,276 100.0  － －

         



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     17,431 100.0 16,544 100.0   35,025 100.0 

Ⅱ 売上原価     14,244 81.7 13,972 84.5   28,849 82.4

売上総利益     3,187 18.3 2,572 15.5   6,176 17.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,337 13.4 1,662 10.0   4,373 12.5

営業利益     850 4.9 909 5.5   1,802 5.1

Ⅳ 営業外収益 ＊１   407 2.3 314 1.9   616 1.8

Ⅴ 営業外費用 ＊２   56 0.3 259 1.6   202 0.6

経常利益     1,200 6.9 963 5.8   2,216 6.3

Ⅵ 特別利益     146 0.8 0 0.0   147 0.4

Ⅶ 特別損失     8 0.0 3 0.0   14 0.0

税引前中間（当期）純利
益 

    1,338 7.7 960 5.8   2,349 6.7

法人税、住民税及び事業
税 

＊４ 600 265 730   

法人税等調整額 ＊４ △107 493 2.8 82 347 2.1 133 863 2.5

中間（当期）純利益     845 4.9 613 3.7   1,485 4.2

前期繰越利益     225 －   225 

中間配当額     － －   172 

中間（当期）未処分利益     1,070 －   1,537 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

固定資 
産圧縮 
積立金 

別途  
 積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
2,760 2,952 2,952 192 669 8,034 1,537 10,432 △22 16,122 

中間会計期間中の変動額           

固定資産圧縮積立金の

取崩し（注） 
        △23   23 －   － 

固定資産圧縮積立金の

取崩し 
        △10   10 －   － 

別途積立金の積立て

（注） 
          1,100 △1,100 －   － 

剰余金の配当（注）             △172 △172   △172 

中間純利益             613 613   613 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
－ － － － △34 1,100 △625 440 － 440 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
2,760 2,952 2,952 192 634 9,134 912 10,873 △22 16,562 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
928 － 928 17,050 

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の

取崩し（注） 
      － 

固定資産圧縮積立金の

取崩し 
      － 

別途積立金の積立て

（注） 
      － 

剰余金の配当（注）       △172 

中間純利益       613 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△383 66 △316 △316 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
△383 66 △316 123 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
544 66 611 17,174 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は部分資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

部分資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

  原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価法 

原材料、貯蔵品 

同左 

原材料、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売数量

に基づく償却額と残存見込販売

有効期間（３年）に基づく均等

償却額との、いずれか大きい金

額を計上しております。 

 また自社利用のソフトウェア

については、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）製品保証引当金 

 販売済製品に対して、将来発

生が見込まれる補修費用に備え

るため、発生見積額を計上して

おります。 

(2）製品保証引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理

によっております。金利スワ

ップ取引については、特例処

理の要件を満たしております

ので、特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

商品スワップ取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…長期借入金の支

払利息 

ヘッジ対象…長期借入金の支

払利息 

原材料の予定取

引 

ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避するため、金利スワップ取引

を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリバ

ティブ取引は、行わない方針で

あります。 

(3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避するため金利スワップ取引

を、原材料の価格変動リスクの

軽減を目的として商品スワップ

取引を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリバ

ティブ取引は、行わない方針で

あります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たして

いるため有効性の判定を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 商品スワップ取引について

は、ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において、ヘ

ッジ手段及びヘッジ対象のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比

較し、両者の変動額等を基礎に

して有効性の判定を行っており

ます。なお、金利スワップ取引

については、特例処理の要件を

満たしているため有効性の判定

を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７.その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

(1）消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日)）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は17,107百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平

成16年12月１日より適用となること及び「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14

号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴

い、当中間会計期間から投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を従来の「その他」（出資金）から

「投資有価証券」として表示する方法に変更いたし

ました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の金額は152百万円であり、前中間会計

期間における投資その他の資産の「その他」（出資

金）に含まれる当該出資の金額は209百万円でありま

す。 

────── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に

備えて、内規に基づく期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日開催の第

67回定時株主総会において、退職慰労金制度

廃止に伴う退職慰労金贈呈の件についての議

案が承認可決されたため、同制度を株主総会

終結の時をもって廃止しております。この結

果、前事業年度において計上されていた役員

退職慰労引当金を長期未払金に振り替えてお

ります。 

 なお、当中間会計期間末において長期未払

金に含まれる役員退職慰労金の未払額は190

百万円であります。 

──────  当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に

備えて、内規に基づく期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日開催の第

67回定時株主総会において、退職慰労金制度

廃止に伴う退職慰労金贈呈の件についての議

案が承認可決されたため、同制度を株主総会

終結の時をもって廃止しております。この結

果、前事業年度において計上されていた役員

退職慰労引当金を長期未払金に振り替えてお

ります。  

 なお、当事業年度末において長期未払金に

含まれる役員退職慰労金の未払額は190百万

円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

      19,864百万円      20,700百万円   20,360百万円 

＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 

建物      629百万円 

  (629百万円)

機械及び装置    1,207百万円 

  (1,207百万円)

土地    51百万円 

  (51百万円)

合計     1,887百万円 

  (1,887百万円)

建物       586百万円 

  (586百万円)

機械及び装置     1,078百万円 

  (1,078百万円)

土地      51百万円 

  (51百万円)

合計     1,716百万円 

  (1,716百万円)

建物    607百万円 

  (607百万円)

機械及び装置    1,126百万円 

  (1,126百万円)

土地   51百万円 

  (51百万円)

合計   1,785百万円 

  (1,785百万円)

同上に対する債務 同上に対する債務 同上に対する債務 

短期借入金    50百万円 

  (50百万円)

長期借入金     1,245百万円 

  (1,245百万円)

合計     1,295百万円 

  (1,295百万円)

短期借入金      940百万円 

  (940百万円)

長期借入金     1,093百万円 

  (1,093百万円)

合計    2,033百万円 

  (2,033百万円)

短期借入金    680百万円 

  (680百万円)

長期借入金      894百万円 

  (894百万円)

合計   1,574百万円 

  (1,574百万円)

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金720百万円（720百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金454百万円（454百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金546百万円（546百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について金融機関からの

借入に対して債務保証をおこなっており

ます。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入及び仕入先への支払債務に対し保

証書、経営指導念書を差し入れておりま

す。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入及び仕入先への支払債務に対し保

証書、経営指導念書を差し入れておりま

す。 

保証債務 

経営指導念書 

ALPHA HI-

LEX S.A.de C.V. 

   113百万円 

(1百万米ドル)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

   116百万円 

(42百万タイバー

ツ)

借入に対する保証債務 

借入に対する経営指導念書 

支払債務に対する保証債務 

ALPHA HI-

LEX S.A.de C.V. 

      117百万円 

(0百万米ドル)

ALPHA（GUANGZHOU）

AUTOMOTIVE PARTS CO.,LTD.

  834百万円 

(56百万元)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

      73百万円 

(23百万タイバー

ツ)

株式会社アルファロッ

カーシステム 
   177百万円 

借入に対する保証債務 

借入に対する経営指導念書 

支払債務に対する保証債務 

ALPHA HI-

LEX S.A.de C.V. 

      113百万円 

(0百万米ドル)

ALPHA（GUANGZHOU）

AUTOMOTIVE PARTS CO.,LTD.

  820百万円 

(56百万元)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

      99百万円 

(32百万タイバー

ツ)

株式会社アルファロッ

カーシステム 
   159百万円 

 ４．受取手形割引高  ４．受取手形割引高  ４．受取手形割引高 

     200百万円         200百万円      200百万円 

＊５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

＊５．消費税等の取扱い 

同左 

＊５．    ───── 

 ６． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、平成17年３月18日付にて取

引金融機関８社とシンジケーション方

式にて総額35億円のコミットメントラ

イン契約を締結いたしております。な

お、当中間会計期間末日現在におい

て、当該契約に基づく資金調達は実行

しておりません。 

 ６． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引金融機関８社とシンジ

ケーション方式にて総額35億円のコミ

ットメントライン契約を締結いたして

おります。 

貸出コミットメント

の総額 

 3,500百万円 

借入実行額    1,050百万円 

差引額  2,450百万円 

 ６． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引金融機関８社とシンジ

ケーション方式にて総額35億円のコミ

ットメントライン契約を締結いたして

おります。 

貸出コミットメント

の総額 

 3,500百万円 

借入実行額    700百万円 

差引額  2,800百万円 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

────── ＊７．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

をしております。なお、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。 

────── 

 受取手形    122百万円  

────── ８．偶発事象 

   当社の主要得意先である日産自動車株

式会社は、当社が製造し納入した部品に

関連して、国内で販売した車両のうち一

部の車種（対象台数約５万台）について

不具合発生の可能性があるため、点検を

実施し、必要な場合は部品交換を行うこ

とを平成18年10月18日に公表いたしまし

た。今後、得意先から当社に対して補修

費用等の求償を受ける可能性があります

が、現在のところ補修費用等の総額及び

得意先との負担割合等が明確になってい

ないため、当社の中間財務諸表に与える

影響は明らかではありません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息  3百万円

受取配当金   31百万円

不動産等賃貸収入   27百万円

受取ロイヤリティ   56百万円

受取保険金   190百万円

為替差益   74百万円

受取利息   4百万円

受取配当金     137百万円

不動産等賃貸収入     32百万円

受取ロイヤリティ     84百万円

為替差益     16百万円

   

受取利息   7百万円

受取配当金     41百万円

不動産等賃貸収入     61百万円

受取ロイヤリティ     128百万円

受取保険金     206百万円

為替差益   102百万円

＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息   16百万円

社債利息  3百万円

不動産等賃貸費用   21百万円

   

支払利息     14百万円

社債利息   1百万円

不動産等賃貸費用     29百万円

受託購買差損     150百万円

投資有価証券評価損     52百万円

支払利息     30百万円

社債利息    5百万円

不動産等賃貸費用     52百万円

受託購買差損     102百万円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産    455百万円

無形固定資産   20百万円

有形固定資産   436百万円

無形固定資産     30百万円

有形固定資産     994百万円

無形固定資産     45百万円

＊４． 中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定し

ている利益処分による固定資産圧縮積

立金の取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

＊４． 中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定し

ている固定資産圧縮積立金の取崩しを

前提として、当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

＊４．    ───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式  30 － － 30 

     合計 30 － － 30 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,358 669 688 

無形固定
資産 

7 1 5 

合計 1,365 671 694 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,133 594 539

無形固定
資産 

14 4 10

合計 1,147 598 549

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,216 661 555

無形固定
資産 

14 3 11

合計 1,231 664 566

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    361百万円

１年超    343百万円

合計    705百万円

１年内       284百万円

１年超       267百万円

合計       551百万円

１年内       326百万円

１年超       250百万円

合計       577百万円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料    239百万円

減価償却費相当額    217百万円

支払利息相当額   10百万円

支払リース料       193百万円

減価償却費相当額       175百万円

支払利息相当額     8百万円

支払リース料       454百万円

減価償却費相当額       413百万円

支払利息相当額     19百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

(減損損失について） 

同左 

(減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,611.10円

１株当たり中間純利益金額 83.15円

１株当たり純資産額 1,688.78円

１株当たり中間純利益金額 60.32円

１株当たり純資産額 1,676.59円

１株当たり当期純利益金額 146.06円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 845 613 1,485 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
845 613 1,485 

期中平均株式数（千株） 10,169 10,169 10,169 



(2）【その他】 

 平成18年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （１）中間配当による配当金の総額……………………183百万円 

 （２）１株当たりの金額…………………………………18円00銭 

 （３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月11日 

（注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第68期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月13日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アルファ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月４日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アルファ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（中間連結貸借対照表関係）６．偶発事象に記載されているとおり、会社の主要得意先である日産自動車株式

会社は、会社が製造し納入した部品に関連して、国内で販売した車両のうち一部の車種について不具合発生の可能性があ

るため、点検を実施し、必要な場合は部品交換を行うことを平成18年10月18日に公表した。今後、会社は得意先から補修

費用等の求償を受ける可能性があるが、現在のところ補修費用等の総額及び得意先との負担割合等が明確になっていない

ため中間連結財務諸表に与える影響は明らかではない。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月13日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第68期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月４日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第69期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 注記事項（中間貸借対照表関係）８．偶発事象に記載されているとおり、会社の主要得意先である日産自動車株式会社

は、会社が製造し納入した部品に関連して、国内で販売した車両のうち一部の車種について不具合発生の可能性があるた

め、点検を実施し、必要な場合は部品交換を行うことを平成18年10月18日に公表した。今後、会社は得意先から補修費用

等の求償を受ける可能性があるが、現在のところ補修費用等の総額及び得意先との負担割合等が明確になっていないため

中間財務諸表に与える影響は明らかではない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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